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はじめに 

 

 これまでのゼミ活動を通して、一人一人

が平等に自身の力を発揮できるスウェーデ

ン社会と現在の日本社会には大きな隔たり

があると感じていた。日本は特に女性の地

位が低い社会だが、我々がこれから大学を

卒業し社会に出るにあたり、女性が活躍で

きる職場とはどのようなものか興味を抱く

ようになった。特に女性管理職に着目した

理由は、就職活動を通じて社員全体の女性

比率と女性管理職の比率に大きな差がある

企業が多いことに疑問を抱いたためだ。そ

こで本研究では、日本企業において女性管

理職が少ない原因を考察し明らかにした上

で、日本がスウェーデンのように女性活躍

を推進し女性管理職を増やすための条件を

実際の企業の取り組みを参考に提示するこ

とを目的とする。 

 管理職とは、労働者を指揮して組織の運

営に関わる役職のことを指す。民間企業に

おいては法律による厳密な規定はないが、

一般的に課長以上の役職が当てはまる。管

理職の主な役割としては、業務設計、チー

ムビルディング、部下の評価などが挙げら

れる。管理職は自身の決定に重い責任を負
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う代わりに、それ相応の報酬と社会的地位

を得ることができる。そのため各国の女性

管理職比率は、世界経済フォーラムによる

「ジェンダー・ギャップ指数」において男

女格差を図るための基準の一つに数えられ

ている。 

 労働政策研究・研修機構による『データ

ブック国際労働比較 2019』によると、

2018 年における日本の女性就業者の割合

は 44.2%であるのに対して女性管理職の割

合は 14.9%と、女性就業者の割合に対して

女性管理職の割合が極端に低いことがわか

る。一方スウェーデンでは、女性就業者の

割合は 47.6%と日本と 3.4 ポイントしか差

がないにも関わらず、女性管理職の割合は

38.6%と、日本より 23. 7 ポイント高い。

スウェーデンでは女性管理職の割合が女性

就業者の割合に比較的近いことがわかる

（図１）。 

 

図１ 日本とスウェーデンの全就業者及び

管理職に占める女性の割合 

 

出所：労働政策研究・研修機構『データブ

ック国際労働比較 2019』、p. 103 を

もとに筆者が作成。 

 

 また国際労働機関（ILO）によると、

2018 年の世界の管理職に占める女性の割

合は 27.1％だという（Beghini 他 2019, p. 

28）。ここから日本は世界的に見ても女性

管理職の割合が非常に低いことがわかる。

一方スウェーデンは女性管理職の割合が世

界平均を大きく上回るため、職場における

女性活躍が進んでいる国だと考えられる。 

 

 女性管理職を増やす必要がある理由とし

て、以下の 3 つが挙げられる。 

① 人口構造の変化に伴う労働力不足に対

応するため。 

日本では少子高齢化の進行に伴い、生

産年齢人口の減少が予測される。それ

に対応するためには、女性をはじめと

した多様な人材の活用が求められる。  

 

② 多様な考えを持つ人々が協業すること

により、イノベーションが起きやすく

なるため。 

様々な背景や考えの違う人々が集まる

ことにより、議論が活性化し今までに

なかったアイデアが浮かびやすくな

る。これは近年女性だけでなく、

LGBTQ の活躍などを含めたダイバー

シティの推進が推奨されている理由の

1 つでもある。 

 

③ 女性に選択肢を与え、女性の人生をよ

り豊かにするため。 

日本では女性の就労率は上昇している

ものの、非正規社員率が高く、管理職

をはじめとした指導的立場につく女性

が少ない傾向がある。なんらかの要因
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で能力を十分に発揮する機会に恵まれ

なかった女性が力を発揮できるように

なれば、企業や社会に有益になるだけ

でなく、その女性の人生を豊かにする

と考えられる。 

 

 しかし上述の通り、日本では女性管理職

の割合が極めて低い現状がある。以下で

は、日本で女性管理職が少ない原因を、法

律や制度、女性および男性の心理から探っ

ていく。 

 

 

第１章 法律・制度 

 

１． 日本 

 1985 年に男女雇用機会均等法が制定さ

れ、企業の事業主の労働者に対する、性別

を理由としたあらゆる差別が禁止された。

第６条において昇進・降格・教育訓練、福

利厚生、職種・雇用形態の変更をはじめと

した労働者の待遇や労働条件における差別

の禁止が定められている（厚生労働省 

2019, p. 10）。1999 年に施行された男女

共同参画社会基本法は、性別にとらわれる

ことなく、個性と能力を十分に発揮できる

社会を実現するために施行された。さら

に、女性が自身の意思によってキャリアを

構築しスキルを十分に発揮できる社会の実

現を目指し、2016 年には「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律」（通

称「女性活躍推進法」）が制定された。厚

生労働省（2020）によると、この法律は以

下の方針を原則とする。 

① 採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用

形態の変更その他の職業生活に関する

機会の提供が平等に行われ、職場環境

においても平等が配慮されること 

② 職業生活と家庭生活の円滑化かつ継続

的な両立が可能となる環境を整備する

こと 

③ 職業生活と家庭生活の両立に関して女

性本人の意思が尊重されること 

 

 なお、2003 年に男女共同参画推進本部

は「社会のあらゆる分野において、2020

年までに、指導的地位に女性が占める割合

が、少なくとも 30％程度になるよう期待

する」という目標を設定した（加藤 2016, 

p. 28）が、2020 年に先送りとなり「2020

年代の可能な限り早い時期での達成」に目

標を変更した。 

 

２． スウェーデン 

 スウェーデンの男女平等に関する法律や

仕組みは、「差別を禁止する方法」と「差

別を是正するための積極的な措置（ポジテ

ィブ・アクション）」の 2 つに大別され

る。 

 スウェーデンでは、1979 年に男女雇用

機会均等法が世界で初めて制定された。

2008 年には男女雇用機会均等法を含めた

差別禁止に関する７つの法律を統合するこ

とで、差別法が制定された。差別法は民

族・年齢・性的志向による差別を禁止し、

女性の職業生活における差別を禁止する。

2009 年には差別オンブズマンという行政

機関が設立された。差別オンブズマンは企

業、大学、学校などに対して男女差別に関

する法令遵守に対する監視や、組織がポジ

ティブ・アクションに取り組みやすくする

ための支援を行う（男女共同参画局, 
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2015）。ポジティブ・アクションとは、企

業が女性活躍を推進するための取り組みの

ことである。ポジティブ・アクションに関

しては、第 3 章で詳述する。 

 これらから、日本とスウェーデンにおい

て労働における男女差別を禁止する法律や

制度は共に充実していると考えられる。そ

のため日本において女性管理職が増えない

要因は法律にあるのではなく、実際の職場

環境や男女それぞれの心理にあると推測さ

れる。次章では、女性側の心理について考

察する。 

 

 

第 2 章 女性の昇進意欲 

 

 労働政策研究・研修機構が 2012 年に実

施した「男女正社員のキャリアと両立支援

に関する調査」の結果を見てみよう。この

調査では企業規模と現在の役職で区分して

結果がまとめられている。対象となった企

業規模は従業員 300 人以上の企業（以下、

「大企業」と略す）と、従業員 100~299

人の企業（以下、「中小企業」と略す）で

ある。従業員は、一般従業員（25~54 歳の

ホワイトカラー職で、主任・係長まで）と

課長・課長相当職、部長・部長相当職に分

けて集計された。本稿では、中小企業に比

べてデータ数が多かった〈大企業の一般従

業員〉に絞って考察する。 

 大企業の一般従業員で課長相当職以上の

昇進希望をもつ男性は 59.8%であった。一

方、女性で昇進希望をもっている割合はわ

ずか 10.9%であった。昇進見込みではな

く、昇進を希望するかどうかという段階で

大きな男女差が出ていることがわかる。女

性一般従業員の昇進を望まない理由（複数

回答）として、「仕事と家庭の両立が困難

になる」、「責任が重くなる」、「自分に

は能力がない」、「周りに同性の管理職が

いない」、「自分の雇用管理区分では昇進

可能性がない」、「メリットがないまたは

低い」などの項目の割合が高かった。ここ

では、それらの中で男性と比較して女性の

割合が高かった「仕事と家庭の両立が困難

になる」、「周りに同性の管理職がいな

い」、「自分の雇用管理区分では昇進可能

性がない」の３つの項目について、現状と

課題を詳しく考察する。 

 

１．仕事と家庭の両立が困難になる 

 女性一般従業員の昇進を望まない理由と

して最も割合が高かったのが、「仕事と家

庭の両立が困難になる」（40%）である。

同項目の男性一般従業員の割合は 17.4%で

あり、大きな差が見られる。女性にとって

昇進は、家庭との両立困難につながるのだ

ろうか。労働政策研究・研修機構による調

査結果の分析では、管理職（課長・部長）

の配偶関係は以下のようになっている（図

2）。 

 

図 2 管理職（課長・部長計）の配偶関係 

 

出所：労働政策研究・研修機構（2014）

『男女正社員のキャリアと両立支援
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に関する調査結果（2）分析編』、p. 

25 図表 1-4-2 をもとに筆者が作成。 

 

 グラフは男女ともに年代が上がるにつれ

て同じような変化をしているが、男女差は

顕著だ。管理職のうち、男性 20 代・30 代

の未婚率は 17.0%であるが、女性 20 代・

30 代の未婚率は 60.3%である。女性活躍

を推進する法律が施行されているにも関わ

らず、女性が早く昇進をするには、プライ

ベートを犠牲にし、仕事一筋で取り組む必

要があることが推測される。また、有配

偶・子なしと、有配偶・子ありの割合を男

女別に比較した場合、相対的に女性の有配

偶・子ありの割合は低いということがわか

る。つまり、子育てをしながら管理職とし

て働いている 20〜40 代の女性は多くない

ということだ。多くの女性一般従業員が昇

進を希望しない理由に選んだ「仕事と家庭

の両立が困難になる」というのは確かであ

り、女性はいまだに仕事と結婚・出産の二

者択一を迫られているのである。  

 管理職の配偶関係の中で、女性 20 代・

30 代の未婚率 60.3%が突出していたこと

から、女性若手従業員の仕事と家庭の両立

に対する意識との関係を考えてみた。内閣

府による「我が国と諸外国の若者の意識に

関する調査（2018）」では、満 13 歳から

満 29 歳までの男女を対象に、６つの領域

で調査が行われた。職業関係の項目から、

（4）現在または将来の不安 Q47（j）「仕

事と家庭生活の両立はどうか」という項目

を見ていく。 

 「不安」、「どちらかといえば不安」、

「どちらかといえば不安ではない」、「不

安ではない」の選択肢のうち、「不安」、

「どちらかといえば不安」と回答したのは

男性で 64.8%、女性で 74.0%であり、女性

の方が 9.2 ポイント高い結果であった。ま

た、「どちらかといえば不安」の割合では

男女差が見られず、「不安」の割合で男女

差があったということも特筆すべきであろ

う。女性が抱える仕事と家庭の両立への不

安の程度は高いということがわかる（図

3）。 

 

図 3 男女別の回答「仕事と家庭の両立は

どうか」 

 

出所：内閣府（2018）「我が国と諸外国の

若者の意識に関する調査」、個票デ

ータをもとに筆者が作成。 

 

 女性を 13~15 歳、16~19 歳、20~24

歳、25~29 歳という年齢区分別で見てみる

と、「どちらかといえば不安」、「不安で

はない」という回答の割合ではほとんど変

化が見られない。しかし、年齢区分が上が

るにつれて、「不安」の割合が増え、「ど

ちらかといえば不安ではない」の割合が減

っている。特に、「不安」の割合は、実際

に働き出す 20~24 歳の層で 13~29 歳の女

性全体平均（33.1%）とほぼ等しい 33.3%

であるが、25〜29 歳では 39.1%という高

い数字となっている（図 4）。 



明治大学国際日本学部鈴木ゼミ卒業論文 2021 年 2 月 

 

6 

 

 日本女性の平均初婚年齢（2018 年）が

29.4 歳であることからも、自身のライフイ

ベントについて現実的に考え始める時期で

あり、多くの女性が仕事と家庭の両立に不

安を抱えていることがわかる。また、学生

時代に想像していた不安が、実際に働く中

で解消されるのではなく、より大きなもの

になってしまっているということである。 

 

図 4 女性年齢区分別の回答「仕事と家庭

生活の両立はどうか」 

 

出所：内閣府（2018）「我が国と諸外国の

若者の意識に関する調査」、個票デ

ータをもとに筆者が作成。 

 

 プレジデントウーマン編集部が、女性一

般社員 250 人、女性管理職 250 人、男性

管理職 500 人の計 1000 人に行ったアンケ

ート調査によると、女性管理職を増やすた

めの企業による施策のうち、「ワークライ

フバランスのための制度を設ける」は女性

の 60％前後、「仕事と家庭の両立支援の

ための福利厚生制度の充実」は女性の約

40％に支持されている。女性が活躍するた

めには、採用や昇進の男女平等だけでは不

十分だ。アンケート調査の結果が示すよう

に、働く女性はライフイベントを企業側か

ら支えてもらう必要性を強く感じている。

管理職としての役割や責任を全うできると

女性が感じるためには、家庭との両立がで

きる環境が整っていることが大前提なので

ある。女性が管理職を目指そうと思える土

台を企業が作っていくことが今後の課題

だ。 

 

２．周りに同性の管理職がいない 

 上述の労働政策研究・研修機構の 2012

年の調査では、一般従業員の昇進を望まな

い理由として、大企業に勤める一般従業員

の女性の 24.0％が「周りに同性の管理職が

いない」ことを挙げている（2013, p. 

9）。この「周りの同性の管理職」はロー

ルモデルとなりうる存在のことであると考

えられる。厚生労働省（2012, p. 4）によ

ると、ロールモデルとは社員が目指したい

と思う模範となる存在であり、そのスキル

や具体的な行動を学んだり模倣したりする

対象となる人材のことを指す。女性の活躍

推進の観点からいえば「豊富な職務経験を

持ち、女性が将来のビジョンを描くために

行動の規範・模範となる社員」といえる。

坂田（2019）によると、女性ロールモデル

の存在は、リーダーシップ領域でも女性が

成功できる可能性、リーダーシップ領域で

の所属感、および「この組織は女性に対し

て支持的だ」という証拠を伝える役割を果

たすという。有効なロールモデルの存在

は、女性の昇進意欲を引き上げるのに効果

的だと実証されている。重要なことは女性

たちがロールモデルと同一視でき、彼女ら

の成功を自分も達成できるとみなせること

だ。例えば、エリートの女性リーダーは、

女性たちに「リーダーになるために自分に

欠けているもの」を強く認識させ、萎縮さ

せてしまう。その一方で、エリートではな
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い女性リーダーを見た女性はこのような萎

縮効果は生じなかった（坂田, 2019, pp. 

44-45）。 

 以上より、企業は女性管理職を増やし

様々なタイプのロールモデルを提示する必

要があると考えられる。しかし女性管理職

の割合は少しずつ増加しているものの、そ

れが多くの女性にとって自身と同一視でき

るロールモデルになり得るとは考え難い現

状がある。 

 前掲の図２から、大企業において、「未

婚」の割合は、20 代・30 代では男性の

17.0%に対して女性は 60.3%、40 代では男

性の 9.9%に対して女性は 42.8%、50 代以

上では男性の 4.8％に対して女性は 35.0％

と、すべての年代において女性管理職は男

性管理職に比べ未婚率がかなり高いことが

わかる。また「有配偶・子あり」の割合は

20 代・30 代では男性の 67.5%に対して女

性は 23.3%、40 代では男性の 77.0%に対

して女性は 26.5%、50 代以上では男性の

83.6％に対して女性は 39.4％である。40

代以上では男性管理職の８割前後に子供が

いるのに対し、女性管理職で子供がいる割

合は３割以下と、男女差がかなり大きいこ

とが見受けられる。これらの「女性管理職

は未婚率が高い」、「女性管理職は結婚し

ていても子供がいない割合が高い」という

データから、現状では多くの女性は結婚・

出産とキャリアアップの二者択一を迫られ

ていることがわかる。キャリアのために結

婚や出産という大きなライフイベントを諦

めることは、女性にとってかなり勇気のい

る選択であると考えられる。女性のキャリ

ア設計に関してプレジデントウーマンの木

下明子編集長にインタビューを行ったとこ

ろ、現在の 50 代の女性管理職は人生全て

を仕事にかけてきた人が多く、そのような

スーパーウーマンを見て自分には無理だと

感じてしまう女性が多いそうだ。これらか

ら、現在多くの女性にとって自身と同一視

できるようなロールモデルを得ることは難

しいと考えられる。 

 しかしロールモデルは必ずしも同じ職場

の人である必要はない。厚生労働省

（2014, p. 25）によると、社内にロールモ

デルとなり得る女性がいない場合、他社の

女性をロールモデルに設定し、これまでに

遭遇した課題をどう克服したかなどを参考

にすることは女性社員にとって良い刺激に

なるという。実際に、木下氏にとってのロ

ールモデルは学校教師の母親だったそう

だ。また叔母も働いていたため、女性が働

くことが当たり前の環境で育ったそうだ。

活躍している女性を身近に感じる環境で

は、自分が企業や組織で活躍している想像

をしやすいことから、労働意欲や昇進意欲

が高まると考えられる。そのため、必ずし

もロールモデルを社内の人に設定する必要

はない。もっとも、同じ組織に属する人の

方が自分と同一視しやすいためロールモデ

ルとして効果的であると考えられる。まず

は仕事と家庭を両立できる環境を整えてか

ら女性を積極的に登用することにより、多

くの女性が自分と同一視できるようなロー

ルモデルを育てることが企業に求められ

る。 

 

３．自分の雇用管理区分では昇進可能性が

ない 

 上述の労働政策研究・研修機構の調査で

は、昇進を望まない理由として「自分の雇
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用管理区分では昇進可能性がない」を選択

している一般従業員の男性の割合は

6.2%、女性の割合は 23.1%であった

（2013, p. 9）。男女差が顕著に出ている

項目である。 

 昇進可能性がない雇用管理区分とは非正

規雇用を指し、派遣社員・契約社員・パー

ト・アルバイトが含まれる。非正規雇用に

は昇進の可能性がないだけでなく、雇用が

安定していない、賃金が低いなどの大きな

デメリットがある。 

総務省統計局の『労働力調査（詳細集

計）』によると、2019 年の正規雇用 3494

万人中男性は 2334 万人、女性は 1160 万

人、非正規の職員・従業員 2165 万人のう

ち男性は 691 万人、女性は 1475 万人だっ

た（総務省統計局, 2020, p. 1）。ここから

男性は約 16.5%の人が非正規で働いている

のに対し女性は 55.9%の人が非正規で働い

ていたことがわかる。 

 

図５ 女性の就業率と正規雇用率（M 字カ

ーブと L 字カーブ） 

 

出所：内閣府（2020）『選択する未来 2.0 

中間報告』、p. 23 

 

 このグラフの赤い太線は女性の年代別の

正規雇用率の変化を表している。女性の正

規雇用労働者比率が 20 代後半でピークを

迎えた後、低下を続けることからＬ字カー

ブという、M 字カーブに変わる新たな課題

が提起されている。L 字カーブから、結婚

や出産のタイミングで正規雇用の仕事を辞

め、非正規雇用で労働市場に復帰する女性

が多いことがわかる。つまり女性が正規雇

用の仕事を続けながら子育てに励むことが

できる環境が整っている企業は少ないと考

えられる。L 字カーブを解消し女性の出産

後の継続就業率を高めるには、短時間正社

員制度やフレックスタイム制度を導入し柔

軟な働き方を実現したり、仕事と子育ての

両立支援を充実させたりすることで、女性

が退職しなくても子育てに励むことのでき

る環境を整えることが求められる。 

 出産や子育てのために退職する女性が多

いことについて、木下氏は、仕事を続ける

ことのメリットと辞めることのデメリット

を把握することが重要だと強調していた。

育休中の給与と仮にパートタイムとして働

いた場合の給与に差がない場合、仕事を辞

めてしまう女性が多いという。しかしキャ

リアブランクを抱えた状態で以前と同水準

の待遇で再就職することは難しい。それゆ

え、ほとんどの女性は退職前より悪い条件

で再就職することになるため、将来の収入

が大きく減ってしまう。現在の状況だけで

なく、将来を見据えて決断することが大切

である。 

 

４．女性の昇進意欲に影響を与えるもの 

 では、女性の昇進意欲に影響を与えるも

のは何なのか。上述のプレジデントウーマ

ン編集部のアンケート調査によると、「女

性が管理職になるために一番必要なの

は？」という質問に、「実力やスキルへの

自信」を挙げた男性管理職は 17％であっ
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た一方で、女性では 60％を超えた。言い

換えれば、管理職になりたくないのは「ス

キルが足りないと思っている」からである

と考えられ、女性は自分が能力的に管理職

になる資格があるかどうかが問題だと思っ

ていることがわかる。 

 完璧でなければならないという思考から

自信がもてないという女性の傾向について

は様々な研究がされてきた。Kay and 

Shipman（2014）は、心理学、脳科学、遺

伝子検査などのあらゆる分野から、「自

信」に関する調査をおこなった。Kay ら

は、「自信とは、思考を行動に変換するも

のである」という考えを自信の定義とし、

男女の自信の差や自信を身につけるための

習慣を明らかにしている。完璧を求めるこ

とで生まれる自信の男女格差は、女性が昇

進の機会を逃すことにつながっている。 

 こうした不安を取り除くためには、成功

の鍵は能力が完璧であることではないとい

うことを理解し、仕事に対する適切な向き

合い方を身につけることが必要だ。挑戦す

る意欲をもち続け、スキルの向上に自発的

に取り組める環境が効果的である。 

 実際、男女共同参画局の「男女の能力発

揮とライフプランに対する意識に関する調

査報告書（2009）」によると、職場での仕

事内容が女性の管理職志向に変化をもたら

すことがわかる。いずれの項目も、管理職

志向が学卒時よりも強まったグループと管

理職志向が強いまま変化のないグループ

で、それ以外のグループよりも高くなって

いる（図 6）。 

 

 

図 6 現職の勤め先の状況（複数回答）／

管理職志向の変化別（20~44 歳現役女性） 

 

①仕事で期待されたり、頼られていると感

じることがある 

②仕事で自分のアイデアや企画を提案する

機会がある 

③仕事を通じて、自分の技術や能力を伸ば

していくことができる 

 

 

出所：男女共同参画局（2009）『男女の能

力発揮とライフプランに対する意識

に関する調査報告書』、p. 105 図 4-

6 をもとに筆者が作成。 

 

 「仕事を任せてもらえる」、「自分の力

を発揮できている」、「スキルが向上して

いる」と実感することで、自信がつき、昇

進意欲が高まっていることがわかる。様々

な経験によって生まれた自信が、自己効力

感の獲得につながり、管理職という新たな

ステップへの挑戦を促している。 

 さて、より多くの女性が管理職として活

躍するために、「自信と行動の好循環」を

阻害している 2 つの問題を解決しなければ

ならない。まず、Glick and Fiske（1996）

が提唱した両面価値的性差別主義の一つで

ある「好意的性差別主義」だ。坂田

（2019）によれば、女性を弱いものと見な

して保護的態度で接し、伝統的女性役割を
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受け入れる姿勢を持つ。一見すると女性を

崇拝する態度のように見えるが、実際には

現在の男女格差を「心地よく」合理化する

はたらきをもっている。職場においては、

「責任が重い仕事や体力の必要な仕事を最

初から女性に割り振らない」、「失敗をし

ても男性より女性は厳しく叱られない」、

などが挙げられる。こうした態度は、女性

に対する思いやりとして捉えられ、差別で

あると知覚されにくい。しかし、「女性に

は能力がない」という見解を含んでおり、

無意識のうちに自尊心の低下や課題遂行に

対する自信を失うことへとつながってい

る。好意的性差別主義は、女性が仕事で挑

戦できない状況を生むことで、達成感を味

わうことやスキルアップの楽しさを知る機

会を奪っている。 

 次に、「女性」「男性」という社会的カ

テゴリーのメンバーに対するジェンダー・

ステレオタイプである。Williams and  

Best（1990）によると、「男性」に関する

ステレオタイプは、作動性あるいは道具性

という概念で構成されており、自信、独

立、冒険的、支配、強さなどの要素が挙げ

られる。作動性は一人の独立した人間とし

て個人がめざすべき特性であり、また道具

性とは生計維持を中心とした役割を促進す

る特性である。一方、「女性」に関するス

テレオタイプは、共同性あるいは表出性と

いう概念で構成されており、配慮、相互依

存、温かさ、養育、従属性などの要素が挙

げられる（pp. 15-24）。共同性とは他者

との関わりで個人がめざすべき特性であ

り、表出性とは家族の世話や愛情に関与す

る役割を促進する特性である。ジェンダ

ー・ステレオタイプは男女が相補的な役割

を担っているだけではなく、生計の責任を

負う男性を女性が支えるという階層性を含

んでいる（坂田, 2019, pp. 34-35）。時代

とともに働き方や家庭のあり方は変化して

いるが、男性＝作動性、女性＝共同性とい

う根本的な要素は変化しにくいことが指摘

されている（湯川, 2002）。また、数多く

の研究で有能な管理職のイメージは、作動

的で男性ステレオタイプと類似しているこ

とがわかっている。管理職として必要な要

素には、チームをまとめたり、メンバーを

適切にケアしてモチベーションを向上させ

たりする共同性や表出性にあてはまる機能

が含まれているはずだ。しかし、管理職の

多くは男性が担ってきたという事実、現在

の管理職の男性比率の高さなどによって、

「管理職＝男性的／作動的」であるという

認識が社会で優勢となっている。坂田

（2019）によると、この「管理職＝男性的

／作動的」イメージによって、多くの女性

が「管理職という役割は、本来自分の役割

ではない」という不適合感を抱くという。

固定観念にとらわれることは、女性が管理

職として成功する可能性を狭めることにつ

ながる。「男性」「女性」という社会的カ

テゴリーに縛られずに、様々な「いい管理

職」のあり方を考える必要があるのではな

いか。また、実際の男女比率が管理職ポジ

ションのイメージにつながっている可能性

がある以上、女性管理職を積極的に増やし

ていかなければならない。 

 したがって、女性の昇進意欲向上につな

がる「自信と行動の好循環」を機能させる

ためには、男女平等に仕事の機会を与え、

評価することが重要だ。挑戦や失敗を繰り

返すことで、スキルアップだけではなく、
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自己効力感を獲得し、自尊心の保持が促さ

れる。そして、努力する過程で生まれた

「思考を行動に変換するための自信」は、

昇進というステップへの足がかりとして大

きな助けとなる。 

 

 

第 3 章 男性の意識改革 

 

 女性の社会進出を促す様々な制度が整え

られる中で、いまだに低い女性管理職割合

などの原因は女性自身にあると捉えられが

ちである。しかしながら、これまで論じて

きたように、社会全体や企業の取り組みと

して解決を目指すべき課題が多くある。ま

た、女性の問題なのだから自分には関係が

ないと思っている「男性」の意識が、結果

として女性の活躍推進を妨げていることも

ある。男性が、性別が実際の能力には関係

ないということを理解し、女性と対等に仕

事をするという認識をもつことが重要なの

だ。 

 プレジデントウーマン編集部が行ったア

ンケート調査では、女性管理職を育てるこ

とに対して、男女間で意識の差があること

がわかった。「女性管理職を増やすために

企業が行う施策のうち、効果があると感じ

るのは？（複数選択）」という質問に対し

ての回答では、「女性管理職候補を育てる

研修・トレーニングプログラムを行う」と

いう項目を選んだ男性管理職・女性管理職

はともに 3 割以上であった。一方、「女性

管理職を育てるための男性向け研修等を行

う」という項目を選んだ男性管理職は、女

性管理職よりも 12 ポイント低い結果とな

った。上述の通り、女性は自分の能力に対

する自信を気にしたり、家庭との両立に不

安を抱えたりしている。このような女性の

不安に対する理解を深めることは、女性に

とって上司や職場に対する信頼につなが

る。女性の昇進意欲や仕事に対するモチベ

ーションの向上のためには、職場環境を整

えるだけでなく、男性向け研修を通して男

性の意識を変えていく必要があるのではな

いか。 

 そもそも女性が管理職になることに対し

て、男性はどのように考えているのか。木

下氏によると、団塊ジュニア世代以上の男

性は、自分たちが若いころ、女性社員がお

茶くみや補助的な仕事をしていたこともあ

り、女性が管理職になることに対して不信

感や不満を抱く人が多いそうだ。表面上で

は「自分は男尊女卑ではない」と主張して

いても、未婚や子供がいない女性に対して

の発言内容には改善すべき点があるとい

う。また、女性管理職の集まりに対しての

勝手なイメージに基づいたマイナス発言も

あり、根本的な意識は変わっていないとい

うのが現実だそうだ。こうした傾向から、

上述した「ジェンダー・ステレオタイプ」

とのつながりも見て取れる。メインの仕事

をするのは男性であり、女性はサポート役

を担うという認識が残っていることで、部

下に任せる仕事内容に男女差が生まれかね

ない。 

 労働政策研究・研修機構による調査

（2013）では、女性役職者が少ない理由と

して「上司・同僚・部下となる男性や顧客

が歓迎しない」という項目で、大企業

2.6%、中小企業 1.6%という数字が出てい

る（p. 4）。歓迎しないという態度は対象

者が主観的に感じたものであり、企業によ
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る男女比率の差も関係していると考えられ

るが、女性活躍を受け入れようとする意識

が足りていないというのは大きな問題だ。 

 さて、伝統的に男性中心社会であった企

業コミュニティーには、それぞれの組織内

で培われてきた独特の文化やしきたりが、

マジョリティーである男性メンバーの間で

暗黙のうちに築かれ、共有、伝承されてい

る。この排他的で非公式な人間関係や組織

構造は「OBN（オールド・ボーイズ・ネ

ットワーク）」と呼ばれている。社内派閥

や飲み仲間、休日のゴルフ仲間など、形態

は様々だが、男性が情報交換をしたり仕事

の便宜を図ったりする場になっている（J-

Win レポート 36 号, p. 7）。OBN によっ

て勤務時間外にプロジェクトの方針が決ま

ったり、男性社員だけで共有される話題が

生まれたりするなど、好ましくない職場環

境が作られる。また、女性社員は OBN 独

特の組織文化に適応できず、仕事に対する

温度差が生まれる。上司とのコミュニケー

ションの機会が減ることで、「企画を提案

する」、「上司に期待されていると感じ

る」などの管理職志向にプラスに働く経験

ができないことも懸念される。 

 日本 IBM で活躍後、企業におけるダイ

バーシティ・マネジメントの促進と定着を

支援する NPO 法人「J-Win」の理事長と

して企業の女性活躍推進を支援する内永ゆ

か子氏は、「OBN」を女性の活躍を阻む

問題の 1 つとして挙げている（プレジデン

トウーマン: 2020.09.04）。男性は OBN

によって、会議で発言するときのポイント

1 つから上司の指導が受けられ、円滑なコ

ミュニケーションの取り方を学べるとい

う。一方女性には、組織の中での自分の役

割や振る舞い方について教育される機会が

ほとんどない。能力だけで昇進が決まるわ

けではない企業文化において、OBN とい

うコミュニティーは大きな障壁となる。 

 OBN の存在を問題視する J-Win は 2017

年から各社の男性管理職を集めた「男性ネ

ットワーク」というプログラムを実施して

いる。このプログラムでは、「OBN」や

男性の既得権益についての理解を深めるこ

とができる。ここでいう既得権益とは、男

性が仕事の便宜を図りやすい場をもってお

り、順調に昇進しやすいとされていること

などを指す。参加した男性管理職が「自分

の流儀を部下にも押し付けている」、

「OBN によって同期の中でも男性にメイ

ンの仕事、女性にサポートの仕事を任せて

いる」など、自分たちが女性の仕事の機会

と昇進意欲を奪う原因の 1 つになっている

のだと気づくことが重要である。そして、

男性管理職の女性活躍推進への向き合い方

を改めて考え、課題解決に向けての新しい

行動計画を作っていく。 

 女性管理職を増やすためには、女性だけ

ではなく男性が積極的に男女平等意識をも

つことが必要不可欠だ。とりわけ、男性管

理職が今までのステレオタイプから脱却

し、女性管理職を育てる意識を高めていく

ことが必要であると考えられる。また、男

性が OBN にいかに頼ってきたのかという

こと、男女平等に働ける環境を整える上で

OBN が及ぼす影響について理解しなけれ

ばならない。女性管理職の育成を通して、

今までの価値観が見直され、多様な個性が

力を発揮し、企業の発展へとつながること

を期待したい。 
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第４章 企業の取り組み－イケア・ジャパ

ン株式会社の例 

 

 それでは、これらの状況を打開するため

に、企業はどのような取り組みを行ってい

るのだろうか。企業が女性活躍を推進する

ための取り組みをポジティブ・アクション

という。労働政策研究・研修機構による

と、女性役職者の登用や活躍につながるポ

ジティブ・アクションを積極的に実施して

いる企業の割合は大企業で 15.7%、中小企

業で 7.0%にとどまっている（2014, 

p.39）。しかし、ポジティブ・アクション

にある程度取り組んだ企業において一定の

効果が出ていることが報告されているとい

う（前掲, p. 69）。以下では、スウェーデ

ンと日本両国の視点を持った企業として、

イケア・ジャパン株式会社（以下「イケ

ア・ジャパン」と表記）のポジティブ・ア

クションを紹介する。 

 イケアのダイバーシティ政策について、

イケア・ジャパンのホームページによる

と、イケアグループ全体で、「より快適な

毎日を、より多くの方々に」というビジョ

ンを達成するために、ダイバーシティー

（多様性）とインクルージョン（統合）を

重視している。多様性に富むインクルーシ

ブな職場は、コワーカー、お客様、ビジネ

スにとって有益であると考えている。イケ

アは、個人的な背景や出生地に関わらず、

すべてのコワーカーが歓迎され、尊重さ

れ、支援され、評価されている職場づくり

に信念を持っている。また、従業員を「一

緒に働く仲間」を意味するコワーカーと呼

んでいる、という（IKEA online: 

2021.1.9）。 

 イケア・ジャパンは 2002 年に設立され

た。設立後はイケアが日本に定着するまで

はある程度日本の慣習を踏襲した方が良い

という考えのもと、労働制度などは日本の

しくみを採用した。しかし男女平等を実現

するために 2014 年に以下の大きな人事制

度改革を行った。 

 

①有期雇用を無期雇用にした。 

女性が多かった有期雇用のパートタイマー

を全て無期雇用にすることにより、全員が

65 歳までの勤務が可能になった。これに

よりコワーカーの雇用が安定し、安心して

働ける制度が整った。 

 

②短時間正社員制度を導入し、全コワーカ

ーを正社員にした。 

有期雇用の廃止に伴い、コワーカー全員を

労働時間に関係なく正社員にした。コワー

カーの所定労働時間は、週 39 時間（フル

タイム）、25〜38 時間、12〜24 時間の 3

種類に分かれており、フルタイム以外のコ

ワーカーは短時間正社員と呼ばれている。

これによりコワーカーは自身のライフスタ

イルに合わせた労働時間を柔軟に選択でき

るようになった。 

 

③日本で初めて同一労働同一賃金を導入し

た。 

それまでの同じ仕事をしていてもパートタ

イマーは安い時給、という状態が改善さ

れ、平等な賃金制度が実現された。三瓶

（2017, p. 202）によると、この政策には

コスト増になるという点で反対意見もあっ

たが、店や土地を買うのと同じように、人
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に「投資」するという考えが重視されて改

革が実行されたという。 

 

④ 全コワーカーに同じ福利厚生を適用し

た。 

パートタイマーの無期雇用化と短時間正社

員制度の導入に合わせて、全コワーカーに

同じ福利厚生を適用した。以前はフルタイ

ムのコワーカーのみを対象としていた私傷

病休暇や子の看護休暇、ボランティア休暇

などをすべてのコワーカーが取得可能にな

った。 

 

 またイケア・ジャパンは社内に託児所を

設けることにより、子育て中の女性が柔軟

性を持って働きやすくなる環境を提供して

いる。 

 イケア・ジャパンの属する Ingka Grope

の男女平等ビジネスについて、イケア・ジ

ャパンのホームページには次のように述べ

られている。 

 

私たちは真の男女平等を実現するための取

り組みを行っています。その内容は、男女

ともに平等な機会を与え、すべての国、階

級、役職（取締役会と委員会を含む）で、

50 対 50 のジェンダーバランスを達成する

ことにあります。（中略）この 50 対 50 の

コミットメントは、男性が多い職種にはよ

り多くの女性を、女性が多い職種にはより

多くの男性を割り当てることに重点を置い

ています（IKEA online: 2021.1.9）。 

 

 「男性が多い職種にはより多くの女性

を、女性が多い職種にはより多くの男性を

割り当てること」とは、いわゆる積極的差

別の実施であると考えられる。積極的差別

とは、男性ばかりの職場に女性が欲しいと

き、あるいは女性ばかりの職場に男性が欲

しい時に全く同じ条件の男女が応募してき

た場合には、会社が望む方の性別の人を採

用する、という措置を講じることである。

積極的差別の実施は、スウェーデンでは

「差別法」第二章、日本では「男女共同参

画社会基本法」第二条によって容認されて

いる。 

 また田中（2017, p. 21）によると、指導

的役割を果たす女性の増加を図るため、イ

ケアはグループ全体で 2013 年より「イケ

ア女性オープンネットワーク（IKEA 

Women Open Network：以下

「IWON」）」という女性ネットワークを

組織し、定期的に大会を開催しているとい

う。研修や論議を通じ、参加者はリーダー

シップについて学び、日本・米国・イタリ

ア・スイス等、母国に持ち帰って、大会で

得た経験を業務に活用しているという。 

 以上のようなポジティブ・アクションの

結果、イケア・ジャパンは 2014 年には女

性管理職比率は 43％（IKEA online: 

2014.3.3）であったが、2018 年には役員、

部長、課長のいずれも女性管理職比率は

50％を超えている（『日本経済新聞』

2018.12.30）。同社の女性社員比率は 65%

前後で推移しているため、順調に女性管理

職比率が女性社員比率に近づいているとい

える。 

 三瓶の著書の中でイケア・ジャパン人事

部長の泉川は、男女平等や、ダイバーシテ

ィなど、理念を押し付けるのではなく、日

本の現状を見ながら適応することが必要だ

と述べている。実際同一労働同一賃金の導
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入には 10 年かかったが、イケア・ジャパ

ンの業績はよく、その取り組みは日本政府

や経済界から大きな注目を集めているとい

う（三瓶 2017, pp. 211-212）。 

 実際にイケア・ジャパンに勤務している

女性の I 氏に同社の女性活躍についてイン

タビューしたところ、女性管理職に対して

仕事一筋という印象はなく、自身の生活に

合わせた働き方を実現しやすい環境が整っ

ており、出産や結婚が職場復帰の妨げにな

ることや、女性が子育てのために時短勤務

を選択しても不利になることはないと述べ

ていた。また、仕事と家庭生活の両立の実

現が当たり前であるため、「仕事と家庭生

活の両立をしている女性ロールモデル」の

提示はないそうだ。これは、もとより活躍

している女性を身近に感じることができる

環境であるためだそうだ。さらに、I 氏が

同社と他の企業を比べて感じる一番の違い

に関して述べていた「イケア・ジャパンの

代表は女性であり、おそらく他の日本企業

に比べ、女性のリーダーが多く活躍してい

るという印象ですが、性別での登用ではな

く、その『人』であると思っています。」

という言葉が印象的だった。インタビュー

全体を通して、イケア・ジャパンでは女性

が活躍できる環境は当然のことと認識され

ており、性別、国籍、年齢に縛られること

なくすべてのコワーカーが平等に活躍でき

る環境が整っているという印象を受けた。 

 以上のことから、日本において女性活躍

及びダイバーシティを推進するためには以

下の条件が必要だと考えられる。 

• 賃金や福利厚生などの待遇といった雇

用条件の格差が是正されている。 

• 働く場所や時間に制約を設けず、個々

人がそれぞれの生活に合わせた働き方

を実現できる環境が整っている。 

• 積極的に女性を登用している。全く同

じ条件の人が複数応募してきた場合、

優先的に女性を登用する積極的差別を

行うことがある。 

• 女性を対象とした研修の実施や、女性

同士のネットワーキングを形成する場

を提供している。 

 しかしもとよりイケア・ジャパンは女性

活躍に対して理解が深い企業だ。「男性の

意識改革」において取り上げたように、多

くの日本企業では、まずは上層部にいる多

くの男性が、男女平等について理解を深め

ることが必要だと考えられる。 

 

 

おわりに 

 

 日本がスウェーデンのように女性管理職

を増やすためには、女性の昇進意欲を高め

る、仕事の機会や評価の男女平等、伝統的

日本企業に根付いた文化の見直し、男性の

意識改革などの問題を解決する必要がある

ことがわかった。 

 イケア・ジャパンの例が示すように、多

様性と柔軟性のある職場環境は、女性活躍

が促進されるだけではなく、すべての人が

それぞれに合った働き方を選択し、より豊

かな生活を送ることにつながる。女性活躍

の推進を契機とし、伝統的な日本企業文化

を見直して、すべての人が能力を発揮でき

る社会を目指すべきである。 
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